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第１章 第五次県立病院中期計画の改定に係る基本的な考え方 1 

 2 

１ 改定趣旨 3 

・ 総合病院、小児保健医療センター、精神医療センターの県立３病院は、県民の命を守り健康を支える4 

拠点として、高度な医療の提供に努めるとともに、一般の医療機関では対応が難しい政策医療や不採算5 

医療を担い、三次保健医療圏を対象とした拠点病院としての役割も果たしています。 6 

・ 地方公営企業法を全部適用した平成 18年(2006年)４月以降は、五次にわたり滋賀県立病院中期計画7 

を策定し、医療制度改革や診療報酬の改定、医師・看護師不足など病院を取り巻く環境の変化に対応し8 

ながら、医療サービスの充実と経営の安定化に努めてきました。 9 

・ 令和４年（2022年）３月には、令和７年度までを計画期間とした第五次中期計画を策定しましたが、10 

総務省が「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」（以下、「ガ11 

イドライン」という。）を策定し、ガイドラインに基づき「公立病院経営強化プラン」を策定するよう12 

求められたため、現在の計画を「公立病院経営強化プラン」としての位置付けも有するものとなるよ13 

う、今回改定を行います。 14 

・ 第五次中期計画の計画期間中において、令和７年(2025 年)１月に総合病院と小児保健医療センター15 

の統合も控え、統合に向けた準備と新たなスタートを切る大きな節目を迎えることになります。 16 

・ こうしたことから、これまでの取組や成果も踏まえるとともに、滋賀県保健医療計画等の関連施策と17 

の整合も図りながら、県立病院として目指す姿に向けて病院改革に重点的に取り組むための計画とし18 

て、第五次県立病院中期計画を見直します。 19 

 20 

２ 計画の位置付け 21 

県立病院経営における基本計画であり、職員が業務を遂行する上での指針となるものです。 22 

 23 

３ 計画期間 24 

令和４年度（2022年度）から令和９年度（2027年度）までの６年間 25 

  26 

令和９年度 
(2027年度) 
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第２章 県立３病院の概要、医療を取り巻く状況等 1 

 2 

１ 県立３病院の概要 ※令和６年(2024年)１月１日時点 3 

病院名 病床数 

職員数 

※会計年度任

用職員を含む 

診療科 特長等 

総合病院 

535床 1,137人 

医師163人 

看護師562人 

33診療科 ■がん診療の充実 

・都道府県がん診療連携拠点病院 

・がんゲノム医療連携病院 

・ロボット手術支援装置導入 

・高精度放射線治療、高機能内視鏡治療 

■高度急性期医療機関 

・10の高度医療センター設置 

・高機能血管造影＆カテーテル治療 

■救急医療提供体制の強化 

小児保健 

医療センター 

100床 242人 

医師31人 

看護師111人 

９診療科 ■県内唯一の小児専門病院 

・重症心身障害児への包括的医療ケアサービス 

・滋賀県アレルギー疾患医療拠点病院 

■難治・慢性疾患の治療 

精神医療 

センター 

123床 162人 

医師10人 

看護師101人 

４診療科 ■県内唯一の依存症専門病院 

・アルコール、薬物、ギャンブル等 

■医療観察法病棟の設置 

■思春期専門外来 

・統合失調症、うつ病、摂食障害、発達障害、 

不安障害等 

 4 

２ 医療を取り巻く状況 5 

①将来的な医療需要推計 6 

・ 全国的には 64歳未満の年少人口・生産年齢人口が減少する一方で、65歳以上の老年人口が増加す7 

る見込みで、滋賀県においても同様の見込みです。 8 

〔全国の人口推移（年齢３区分）〕 9 

 10 

 11 

 12 

（出典：令和５年度版厚生労働白書 資料編 日本の人口の推計） 
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〔滋賀県の人口推移（年齢３区分）〕 1 

・ 日本医師会が運営する地域医療情報システムによると、全国的な医療需要は令和７年（2025 年）2 

をピークに年々減少していきますが、滋賀県の医療需要は令和 12年（2030年）から横ばいで、全国3 

平均よりも高い状況が続く見込みです。 4 

【医療需要予測指数（2020 年の実績を 100とした場合）】 5 

（出典：日本医師会 地域医療情報サイト（http://jmap.jp/）） 6 

 7 

・ 滋賀県地域医療構想によると、湖南医療圏の医療機能別患者動向は、区域完結率（湖南区域に居住8 

する患者が湖南区域に入院している割合）の 2025年推計では、高度急性期が 69.6%、急性期が 79.7%、9 

回復期が 79.3%と高く、慢性期が 54.8%と少し低くなっています。 10 

・ 湖南医療圏の現状と課題としては、高度急性期機能は県全域の医療を担う役割の医療機関があり、11 

区域を超えた医療を提供する役割を果たしている、急性期機能については同様の機能を有する病院12 

間の機能分化をさらに進める必要があるなどとされています。 13 

http://jmap.jp/
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②医師・看護師等の状況 1 

・ 県内の医師数、看護師数は増加傾向にあります。 2 

・ 滋賀県は、これまでから京都大学や京都府立医科大学等から多くの医師の派遣等を受けて医療提3 

供体制を維持していることから、今後も引き続き必要な医師の派遣等を受ける必要があります。 4 

【医療圏別の医師数の推移】 5 

  6 

                                   （単位：人） 7 

 8 

（出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」25表 28表） 9 

        【県内の看護師数】               （単位：人） 10 

（出典：衛生行政報告例） 11 

 12 

1,050 1,060 1,062 1,128 1,182 1,195 1,246 
1,288 1,330 1,357 

483 575 599 643 696 687 702 733 779 801 
156 

166 169 
182 176 181 193 207 211 217 

302 
306 345 

333 330 375 404 431 436 466 

256 
276 257 238 236 244 

242 
245 238 251 

286 
294 302 306 292 288 284 

292 304 
319 

86 
78 76 70 71 78 78 

74 
88 

85 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4

（人）

大津 湖南 甲賀 東近江 湖東 湖北 湖西

滋賀県 全国 滋賀県 全国 滋賀県 全国 滋賀県 全国 滋賀県 全国 滋賀県 全国 滋賀県 全国 滋賀県 全国

医師数 2,900 286,699 2,983 295,049 3,048 303,268 3,149 311,205 3,270 319,480 3,386 327,210 3,496 339,623

人口10万人当たり 206.8 224.5 211.4 230.4 215.4 237.8 222.4 244.9 231.4 251.7 239.8 258.8 247.3 269.2

R2 R4　※R5.12月公表予定H20 H22 H24 H26 H28 H30
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③国の医療政策の動き 1 

・ 全国的な医療費の動向としては、令和２年度を除き年々増加傾向にあります。 2 

・ また、令和６年度に予定されている診療報酬改定については、物価高騰・賃金上昇、経営の状況、3 

人材確保の必要性および患者負担・保険料負担の影響を踏まえた対応や全世代型社会保障の実現や、4 

医療・介護・障害福祉サービスの連携強化および新興感染症等への対応など医療を取り巻く課題への5 

対応を踏まえた改定がなされる見込みです。 6 

【医療費の動向】              （単位：兆円） 7 

（出典：厚生労働省「令和４年度 医療費の動向～概算医療費の集計結果～」） 8 

④滋賀県保健医療計画の改定 9 

・ 令和６年度から６年間の計画として滋賀県保健医療計画が改定されます。 10 

・ 二次保健医療圏については、現行の７つの圏域を維持することとされています。 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 
 20 

・ また、疾患や分野によっては、医療の高度化への対応や医療資源の効率的な活用の観点から、医療21 

連携体制を構築する際に二次保健医療圏を越えた弾力的な圏域設定（ブロック化）を行う必要があ22 

り、すでに精神疾患のうち精神科救急医療、周産期医療および救急医療について、ブロック化が行わ23 

れています。 24 

・ さらに、小児救急医療および脳卒中ならびに心血管疾患の急性期医療については、それぞれの分野25 

でブロック化の検討が進められています。 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

二次保健医療圏ごとの入院患者流出入の状況 
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⑤新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い明らかとなった課題と公立病院の重要性 1 

・ 新型コロナウイルス感染症への対応において、積極的な病床確保と入院患者の受入れをはじめ、発2 

熱外来の設置やＰＣＲ検査、ワクチン接種等で公立病院が中核的な役割を果たしたことから、感染症3 

拡大時に公立病院の果たす役割の重要性が全国的に改めて認識されました。 4 

・ 県立病院については、感染症指定医療機関ではないことから新型コロナウイルス感染症患者を受5 

け入れるための専用病床を有していませんでしたが、早急に体制・環境整備を行い患者を受け入れた6 

ほか、国や県から要請のあった帰国者・接触者外来、発熱外来、ＰＣＲ検査センターを早期に立ち上7 

げるなど、地域の検査体制の確保と感染拡大防止に貢献しました。 8 

【コロナ患者の受入状況】                 （単位：人） 9 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

総合病院 2,772 5,568 4,621 

小児保健医療センター 0 417 945 

精神医療センター 3 6 7 

 10 

 11 

３ 病院事業庁の現状・課題 12 

 (1) 周辺病院との機能分担・連携強化に係る取組状況および課題 13 

  ①地域医療構想を踏まえたこれまでの取組状況と課題 14 

  ア 総合病院 15 

・ 患者流出入を踏まえて推計した入院の医療需要では、湖南圏域は、高度急性期、急性期、回復期、16 

慢性期のいずれの病床機能においても、流出患者より流入患者の方が多い状況です。 17 

・ 高度急性期機能については、広域の病床機能という役割があるため、地域の病床とは別の視点で18 

とらえ、高度・専門医療の提供体制を維持・発展させていく必要があります。 19 

・ また、急性期機能は、湖南圏域全体として充実している状況にありますが、地域の医療機関との20 

連携を強化する必要があります。 21 

【三大疾患の患者数の推移】                         （単位：人） 22 

 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

がん 3,290 3,449 3,198 3,034 3,162 3,260 

心疾患 1,265 1,336 1,172 1,057 1,398 1,225 

脳血管疾患 342 321 375 267 263 246 

 23 

イ 小児保健医療センター 24 

・ 当該センターは、心身に障害のある子どもを早期発見し、治療やリハビリテーションを行い、障25 

害の治療や軽減を図るため、乳幼児健診システムの充実・強化を目的とした３次レベルの精密健康26 

診査および各種の小児保健サービス機能と運動機能障害を主体とする専門治療分野を担当する施27 

設として、県内全域を対象とした小児保健医療分野の中核的な役割を担っています。 28 

・ 一般病院では対応が困難な障害児医療や難治・慢性小児疾患に対する全県型の専門医療を継続29 



7 

 

的に提供するとともに、子どもから大人まで切れ目ない医療を提供するための体制整備が求めら1 

れています。 2 

・ また、現在は、病床の空き状況に応じて、医師が病状等を踏まえてレスパイト需要への対応を行3 

っていますが、重症心身障害患者・家族の生活を守るため、全県を見据えた対応の検討が必要で4 

す。 5 

【精密健診の受診児数の推移】                        （単位：人） 6 

 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

精密健診 1,617 1,431 1,470 1,316 1,448 1,430 

 7 

ウ 精神医療センター 8 

  ・ 湖南圏域では精神科病床数が全国平均、県平均ともに下回る中、当該センターでは 123床の精神9 

科病床を有し、県から治療拠点としての選定を受けているアルコール依存症、薬物依存症、ギャン10 

ブル依存症や思春期精神障害などの専門医療の充実を図るほか、他施設で受入困難な患者を受け11 

入れるなど、処遇困難症例を中心に高度・特殊専門医療を担っています。 12 

  ・ 引き続き、県をはじめとする行政や関係機関などとの連携強化を図り、県の地域医療構想や保健13 

医療計画に沿って担うべき役割を果たしていくことが期待されています。 14 

  ・ また、平成 25年度に開設した医療観察法病棟では、国と適切な調整を図りながら対象者を受け15 

入れています。多職種の医療スタッフが連携・協働し、各々の専門性を生かしながら対象者一人ひ16 

とりに寄り添った治療を行い社会復帰の促進に努めています。 17 

【依存症に係る治療プログラムの受診患者数】                 （単位：人） 18 

 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

ＡＲＰ※１ 46 43 45 43 36 42 

ＳＭＡＲＰＰ※２ 552 540 536 241 166 195 

ＳＴＥＰ-Ｇ※３    13 33 118 

※１ ＡＲＰ…アルコール依存症の入院治療プログラム 19 

※２ ＳＭＡＲＰＰ…アルコール・薬物依存症の外来集団治療プログラム 20 

     ※３ ＳＴＥＰ-Ｇ…ギャンブル依存症の外来集団治療プログラム(令和２年度から開始) 21 

 22 

  ②医療機能や医療の質の向上、連携の強化等に係る取組状況と課題 23 

 〔救急や手術件数、リハビリテーション等医療機能について〕 24 

  ・ 総合病院では、令和３年度(2021 年度)から救急科を設置し、二次救急の輪番にも参加していま25 

す。これまでは 2,000件／年前後の受入件数でしたが、救急科設置により体制を強化し、令和４年26 

度には件数が 3,000件を超えました。今後、高齢化の進展等に伴って、救急患者の増加が見込まれ27 

ることから、更なる対応強化を図っていく必要があります。 28 

  ・ また、総合病院と小児保健医療センターにおける手術件数については、新型コロナウイルス感染29 

症の影響により、令和２年度（2020 年度）に大きく減少し、その後回復傾向にあるものの、コロ30 

ナ前の水準には至っていない状況にあります。 31 
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  ・ 一方で、総合病院のリハビリテーションについては、県の３次機関として提供する専門医療機能1 

（高次脳機能障害、難病に係る診療・リハビリテーション）に取り組みながら、回復期リハビリテ2 

ーションの患者について、診療連携協定を締結した医療機関への転院促進を行っており、機能分3 

化・連携強化に取り組んでいます。 4 

・ 小児保健医療センターでは、他の医療機関で対応が困難な疾患を持つ患者の急変時対応などを5 

行っているほか、小児医療圏(湖南・甲賀ブロック)で集約化されている救急センターへの医師派遣6 

を行うことで圏内の小児救急医療体制に貢献し、その一端を担うことが期待されています。   7 

 8 

  9 

  10 

 11 
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〔患者満足度等医療の質について〕 1 

  ・ 地域から選ばれる病院になるためには、県立病院としての機能を果たし、医療の質を向上させて2 

いく必要があります。県立病院ではこれまで、診療科の拡充や専門的医療の提供などで質の高い医3 

療の提供に努め、また、意見箱を設置して病院を利用する患者の意見を吸い上げて反映させること4 

でサービスの向上に取り組んできました。 5 

・ 患者満足度調査において、令和４年度は県立３病院ともに、総合的な満足度の数値ないしは今後6 

も当院を受診したい人の割合は７割以上となっていますが、この状況の維持はもとより、更により7 

良い病院となるため、提供する医療の質の向上に向けた取組を継続していく必要があります。   8 

 9 

【患者満足度】 10 

  11 

 12 

 13 

 14 

〔医師派遣、紹介・逆紹介について〕 15 

・ 県立病院として県民・患者ニーズの多様化や医療需要の高まりに応えるため、これまで、地域の16 

医療機関への訪問・意見徴取などの取組による紹介率・逆紹介率の向上や、診療連携協定の締結に17 

よる医師派遣・患者の相互紹介など、地域内の医療機関との機能分化・連携強化の取組を進めてき18 

ました。 19 

・ 今後、医師の時間外・休日労働上限規制へ対応していく必要がある中、限られた医療資源を有効20 

に活用しながら医療と経営の両立を図っていくためには、さらなる取組の推進が求められます。 21 

 22 

 23 
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【紹介率・逆紹介率】 1 

  2 

  3 

 4 

 〔臨床研修医の受入れなどの取組について〕 5 

  ・ 総合病院では、平成 28年度に臨床研修医の教育、専門医制度への対応等の充実を図るため、教6 

育研修を一元管理する教育研修センターを設置し、臨床研修医の受入れなどに取り組んでいます。 7 

 8 

 9 

  (2)医師・看護師等人材の確保、スキルアップ、働き方改革に係る取組状況および課題 10 

  ・ 県立病院では、大学などとの連携強化や公募による採用はもちろんのこと、医療機能の向上や、11 

休暇制度等の勤務条件、福利厚生、医師・看護師補完体制の充実などを通じて魅力ある病院運営に12 

努め、必要な人材の確保に努めているところです。 13 

    医師については、常勤医師のマンパワーが不足している診療科や病院もあり、更なる採用活動14 

の強化や、魅力向上が必要となっています。看護師などについても、在職者の離職防止対策による15 

体制の維持や、広報活動に引き続き取り組むことが求められています。 16 

  ・ スキルアップについては、資格手当の創設や認定看護師育成・特定行為研修受講推進、職員研究17 

休職制度の創設、育児休業者研修の実施などキャリア形成支援を行っており、環境を整備してきた18 
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ところです。 1 

・ 令和６年４月から開始される「医師の働き方改革」では、医師の時間外労働の年間上限時間が2 

960時間に定められますが、県立病院ではこれまでから、適正な労働時間の把握や業務削減・効率3 

化、タスクシフトの推進など、医師の長時間労働の縮減を図っており、960時間を超える医師の数4 

は現状抑制されています。 5 

    今後もこうした状況を維持できるよう、必要な人材の確保や労働時間の適正化への取組を継続6 

していくことが求められています。   7 

〔医師数の推移〕                   ※各年度 4月 1日時点の常勤医師数 8 

年度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

３病院全体 132 123 123 130 131 131 139 

内

訳  

総合病院 104 98 96 104 102 100 109 

小児保健医療センター 19 16 19 18 20 22 21 

精神医療センター 9 9 8 8 9 9 9 

  9 

(3) 経営形態の見直しに係る取組状況および課題 10 

  ・ 平成 18 年度に病院事業を地方公営企業法の全部適用に移行してから約 15 年経過しましたが、11 

厳しい経営状況が継続していることや、医療を取り巻く環境が変化する中で県立病院の医療機能12 

や持続可能性を高めていくため、令和４年度に「県立病院の経営形態」について検討を行いまし13 

た。 14 

  ・ 検討の結果、以下の理由により、現在の「地方公営企業法の全部適用」を継続することとし、現15 

行形態における経営強化の取組を着実に推進することで、「持続可能で県民の期待に応えられる県16 

立病院」を目指していくこととなりました。 17 

   ① 現在、総合病院を中心に収益拡大、費用の最適化に向けた取組を進めており、徐々にその成果18 

が現れてきているが、今後、現行形態においてさらなる改善努力の余地があること。 19 

② 令和７年１月に総合病院と小児保健医療センターの統合を予定しており、まずは、病院統合を20 

契機とした経営強化に最大限注力する必要があること。 21 

 22 

(4) 新興感染症への取組状況および課題 23 

  ・ 県立病院ではこれまで、新型コロナウイルス感染症への対応として、入院患者専用病床を確保24 

し、積極的な受入れを行ってきました。また、医師派遣などによる県のワクチン接種事業への協力25 

や、年末年始における発熱外来開設の依頼に対しての対応、総合病院でのコロナ後遺症外来設置な26 

ど、県立病院としての役割を果たしてきました。 27 

  ・ 今後も県の感染対策に適宜対応していくために、限られた医療人材の効率的な配置について検28 

討し、備えておく必要があります。 29 

 30 

   【新型コロナウイルス感染症への対応】 31 

    ■関連外来の設置運用 32 

    (総合病院) 33 

・帰国者・接触者外来 34 
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・トリアージ外来＜発熱外来＞（総合・小児） 1 

・地域外来・検査センター 2 

・湖南広域休日急病診療所のバックアップ外来 3 

・コロナ後遺症外来 4 

■検査体制の整備 5 

(総合病院) 6 

・院内ＰＣＲ検査開始 7 

・行政ＰＣＲ検査の院内実施 8 

■医療従事者の派遣等 9 

(総合病院) (小児保健医療センター) (精神医療センター) 10 

・宿泊療養施設(彦根)への看護師派遣 11 

・見守り観察ステーションへの医師、看護師派遣 12 

     自宅療養者向けカクテル療法実施のためのベッド設置(２床) 13 

・大阪コロナ重症センターへの看護師派遣 14 

・沖縄県立南部医療センター・こども医療センターへの看護師派遣 15 

・宿泊療養施設(大津・草津)への医師・看護師支援 16 

・保健所への保健師派遣 17 

■入院患者の受入れ 18 

(総合病院) 19 

R2.4.16～ 受入開始(５床) ※以降、段階的に受入拡大 20 

R3.1.25～ 36床確保 21 

R5.9.30  確保病床解消 22 

(小児保健医療センター) 23 

R3.8.30～ 受入開始(３床) 24 

R3.10.7～ 16床確保 25 

(精神医療センター) 26 

R2.8.8～ 受入開始(１床) 27 

R3.1.4～ ２床確保 28 

■見守り・観察ステーションの運営 29 

(総合病院) 30 

R3.10.1～ １床を確保・運用 31 

■ワクチン接種 32 

(総合病院) (小児保健医療センター) (精神医療センター) 33 

・県広域ワクチン接種センター等への職員派遣(３病院) 34 

・院内従事者への接種(３病院) 35 

・地域の医療従事者等への接種や関連医療機関等へのワクチン配布(総合) 36 

・重症心身障害児(者)等のかかりつけ患者および市町での接種が困難と判断された方への接種37 

(小児) 38 
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(5) 施設・設備の長寿命化や投資の平準化・規模の適正化に係る取組状況および課題 1 

  ・ 令和３年（2021 年）３月に「滋賀県県有施設長寿命化ガイドライン」に基づき、安全・安心で2 

質の高い医療サービスを提供し続けることができるよう、適切な施設総量や財政負担の縮減・平準3 

化を意識した計画的な更新・改修・予防保全工事の実施やそれに対応した予算措置を目的とし、県4 

立病院施設長寿命化計画を作成しました。（新病棟へ移転予定の小児保健医療センターを除く。） 5 

  ・ 総合病院の新館Ａ棟・西館、職員宿舎棟、小児保健医療センターおよび精神医療センターの本館6 

棟は、経年による劣化が見受けられるため、設備の劣化状況や予算執行の平準化を考慮し、必要な7 

改修等を順次行っています。 8 

・ 一方で、改修等を行うにあたり、騒音や振動等患者への影響や病院経営への影響を最小限にする9 

ために工事の時間帯に制約があることや、建物や設備工事に係る専門的知識を有する職員（技術職10 

員）が病院に配置されていないことが課題となっています。 11 

・ また、小児保健医療センターについては、令和７年（2025 年）１月の総合病院との統合や令和12 

11年（2029年）１月の新病棟の整備を予定していることもあり、既存棟に対する投資については、13 

患者等への影響を考慮しつつ、慎重に対応する必要があります。 14 

〔各施設の築年数等〕 15 

既存施設 竣工年月 
築年数 

(R6.3時点) 
備考 

総合病院 西館 昭和58年(1983年) 1月 41年 2月 
平成28年(2016年)に築33年で改
修済 

小児保健医療セン
ター 

昭和63年(1988年) 3月 36年 0月 
令和11年(2029年) 1月で築40年
9月 

精神医療センター 
本館棟 

平成 4年(1992年) 6月 31年 9月  

職員宿舎棟 平成11年(1999年) 3月 25年 0月  

総合病院 新館Ａ棟 平成14年(2002年) 9月 21年 6月  

精神医療センター 
医療観察法病棟 

平成25年(2013年)11月 10年 4月  

総合病院 新館Ｂ棟 平成28年(2016年) 1月  8年 2月   

  16 
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(6)臨床研究センターの取組 1 

■臨床研究センターにおけるこれまでの研究 2 

・ 令和５年度に研究所から改組した臨床研究センターにおいては、先進技術を用いた研究の臨床へ3 

の応用を目指して、平成 11年４月に開設し以下のとおり研究を実施してきました。 4 

 研究内容 

遠 隔 病 理 診 断 病理医の不足による弊害を解決するため、病理医がいない病院からインター

ネット回線を通じて、遠隔地の病院に病理画像を送り、遠隔診断（術中迅速

診断）をしてもらう「さざなみ病理ネットワーク」を構築しました。 

令和元年度からネットワークの全国展開に向けて民間法人を立ち上げ事業

展開を行うこととなり、臨床研究センターとしての研究は終了しました。 

画 像 診 断 

（ＰＥＴ－ＣＴ検査） 

がんの早期診断や治療方針の決定に有効な PET 検査システムを、県内で

初めて導入しました。標準検査である FDG-PET 検査に加えて、診療精度

を飛躍的に上げる新しい PET 薬剤（メチル AIB）を開発し、臨床適用するこ

とでがんの個別化医療に貢献しました。県内では当センターでしか行えない

検査（O-GasPET）もある他、アミロイドPET検査による認知症の早期発見

等、総合病院の画像検査診療にも活用されています。 

新型人工内耳の開発 高度な内耳障害により高度難聴となっている患者のために、電源を必要とし

ない埋め込み型人工内耳装置の研究開発を実施しました。平成 27 年度か

ら国立医療研究開発機構の事業の委託を受け研究を実施し、令和元年度以

降は民間企業主導の共同研究に移行し実用化に向けて研究を実施してきま

した。令和３年度末で大学と企業の研究に移行し、臨床研究センターとしての

研究は終了しました。 

遺 伝 子 ・ 神 経 病 態 遺伝子研究部門においては、がん細胞を生む遺伝子変化が生じるメカニズ

ムの解明を行い、がんの予防と治療に関する研究を行っています。 

また、神経病態研究部門においては、精神疾患やてんかん等の神経難病の

新規診断法・治療法の開発に向けた研究を行っています。 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

(7) 経営の合理化・効率化や収支改善に係る取組状況および課題 11 

  ・ 令和４年度は、新型コロナウイルス感染症への対応として入院患者の受入れやワクチン接種へ12 

の協力等に取り組みながら、一般診療においても、入院単価の上昇や外来患者数の回復などに努め13 

たことにより医業収益が増加し、病院事業庁全体では令和３年度に続き２年連続の黒字決算とな14 

りました。 15 

・ しかし、令和５年度には、新型コロナウイルス感染症への対応が続く中で病床確保事業費補助金16 

が縮小されたことや、患者数の回復がコロナ前の水準まで至っていないことに加え、光熱水費をは17 

じめとする物価高や人件費高騰の影響から、非常に厳しい状況となっています。 18 
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〔１日平均入院患者数〕                            （単位：人） 1 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病 院 事 業 全 体 579.9 599.8 594.7 505.4 497.8 489.2 

内

訳 

総合病院 416.1 435.8 429.0 378.9 367.5 364.1 

小児保健医療センター 66.2 67.2 70.3 47.6 47.0 43.2 

精神医療センター 97.6 96.8 95.3 79.0 83.4 81.9 

〔病床稼働率〕                                （単位：％） 2 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病 院 事 業 全 体 76.5 79.1 78.4 66.7 65.7 64.5 

内

訳 

総合病院 77.8 81.5 80.2 70.8 68.7 68.1 

小児保健医療センター 66.2 67.2 70.3 47.6 47.0 43.2 

精神医療センター 79.3 78.7 77.5 64.2 67.8 66.6 

〔入院単価〕                                 （単位：円） 3 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病 院 事 業 全 体 53,507 56,675 57,814 61,755 64,345 66,352 

内

訳 

総合病院 59,725 62,477 63,821 66,566 71,839 74,201 

小児保健医療センター 52,717 61,615 61,805 76,192 68,509 69,057 

精神医療センター 27,526 27,114 27,841 29,992 28,985 30,028 

〔１日外来患者数〕                              （単位：人） 4 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病 院 事 業 全 体 1,165.2 1,125.0 1,128.4 1,022.7 1,078.7 1,100.4 

内

訳 

総合病院 861.9 826.0 839.5 756.4 808.7 827.4 

小児保健医療センター 190.7 193.2 188.1 170.4 172.6 177.0 

精神医療センター 112.6 105.8 100.8 95.9 97.4 96.0 

〔外来単価〕                                 （単位：円） 5 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病 院 事 業 全 体 18,065 18,824 20,216 20,769 20,743 20,907 

内

訳 

総合病院 19,690 20,714 22,468 23,483 22,968 23,094 

小児保健医療センター 16,235 16,392 16,298 15,477 17,243 17,411 

精神医療センター 8,723 8,510 8,776 8,761 8,470 8,506 

 6 

〔収益的収支（税抜）〕 7 

・ 医業収益については、入院単価の上昇や地域医療機関との役割分担を通じた在院日数の短縮等8 
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による入院収益の増加や患者数の増加による外来収益の増加により、新型コロナウイルス感染症1 

の発生前までは順調に推移してきました。 2 

・ 一方で医業費用については、総合病院における急性期医療拡充のための看護体制強化に伴う看3 

護師の増員による給与費や材料費の増加等により、収益の伸びを大きく上回り推移していること4 

もあり、医業収支は低迷し、改善に至っていません。 5 

                          （単位：百万円） 6 

 7 

 8 

〔資本的収支（税込）〕 9 

・ 電子カルテシステムの更新や高度医療機器の整備により企業債償還金は増加しており、資本的10 

収入から資本的支出を差し引いた自己資金所要額は年々増加しています。令和３年度から総合病11 

院新病棟の企業債償還が本格化していることもあり、引き続き、資本的収支については厳しい状況12 

が続くと見込まれます。 13 

・このため、資本的収支不足額に対応するための損益勘定留保資金等の確保とともに建設改良事業14 

を行う際の投資効果の見極めが課題となっています。 15 

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

21,692 22,515 22,796 23,688 25,010 26,463

18,349 18,878 19,367 17,644 18,289 18,605

うち入院収益 11,325 12,406 12,583 11,393 11,694 11,847

うち外来収益 5,136 5,167 5,475 5,161 5,415 5,590

3,075 3,278 3,235 5,535 6,451 7,649

258 210 194 201 266 209

10 149 -       308 4 -       

4,312 3,891 3,879 3,854 3,992 4,757

23,174 22,983 23,742 24,094 24,397 24,769

21,183 21,693 22,348 22,297 22,686 23,210

給与費 10,996 11,034 11,503 11,721 11,848 12,147

材料費 4,674 5,181 5,530 5,140 5,222 5,291

うち薬品費 2,851 3,066 3,369 3,116 3,091 3,184

うち診療材料費 1,786 2,094 2,137 1,996 2,109 2,088

経費 3,173 3,175 3,467 3,523 3,705 3,858

光熱水費・燃料費 483 491 494 426 472 633

修繕費 260 241 330 309 350 330

賃借費 296 313 324 326 312 327

委託費 1,570 1,561 1,685 1,790 1,823 1,816

その他 564 569 634 672 748 752

減価償却費等 2,225 2,189 1,735 1,822 1,820 1,813

研究研修費 114 113 112 91 93 102

1,029 1,083 1,202 1,290 1,445 1,356

うち支払利息 286 278 259 241 220 200

255 207 192 199 266 203

707 -       -       308 -       -       

△ 785 △ 617 △ 946 △ 406 609 1,694

△ 1,482 △ 468 △ 946 △ 406 613 1,694

△ 16,184 △ 16,651 △ 17,597 △ 18,003 △ 17,390 △ 15,696

医業外費用

当年度経常損益

当年度純損益

当年度未処分利益剰余金
（△:未処理欠損金）

事業費用

医業費用

附帯事業費用

特別損失

事業収益

医業収益

医業外収益

附帯事業収益

特別利益

うち一般会計負担金
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                                   （単位：百万円） 1 

 2 

 3 

   〔資金収支〕 4 

・ 新型コロナウイルス感染症対応に伴う病床確保事業費補助金等により資金状況は一時的に改善5 

したものの令和２年度まで収益的収支の赤字が続いていたことに加え、資本的収支においても、令6 

和元年度以降は、過去の投資に起因する企業債元金償還金が減価償却費を上回る状況となるなど7 

収支差が増大していることから、資金収支は非常に厳しい状況となっています。 8 

〔損益勘定留保資金推移〕                       （単位：百万円） 9 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病院事業全体 1,315 1,241 141 △449 △89 1,196 

   ※不足額（マイナス額）については他の内部留保資金により一時的に措置した。 10 

〔一般会計繰入金推移〕                        （単位：百万円） 11 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病院事業全体 4,335 3,913 3,903 3,877 4,018 4,786 

内

訳  

総合病院 2,628 2,442 2,458 2,424 2,464 2,799 

小児保健医療センター 838 693 678 687 764 1,166 

精神医療センター 751 689 684 682 704 709 

経営管理課 118 89 83 84 86 112 

〔新型コロナウイルス感染症患者等入院受入医療機関緊急支援事業補助金推移〕（単位：百万円） 12 

年  度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 計 

病院事業全体 1,862 2,861 3,310 8,033 

内

訳  

総合病院 1,823 2,218 2,380 6,421 

小児保健医療センター 0 589 896 1,485 

精神医療センター 39 54 34 127 

〔自己資本構成比率の推移〕                        （単位：％） 13 

年  度 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

病院事業全体 21.7 21.1 19.0 17.9 19.3 22.9 

内

訳  

総合病院 △ 2.5 △ 4.3 △ 7.5 △ 6.0 △ 4.3 △ 1.1 

小児保健医療センター 68.2 69.0 68.1 61.9 62.7 70.7 

精神医療センター 74.7 76.8 78.2 79.4 80.9 80.5 

H29 H30 R１ R2 R3 R4

2,528 509 988 2,307 1,402 1,335
う ち 企 業 債 2,476 477 957 2,024 1,320 1,276

4,215 2,253 2,799 4,298 3,426 3,481
建 設 改 良 費 2,617 530 1,072 2,462 1,472 1,430
企業債償還金 1,598 1,723 1,727 1,836 1,954 2,051

△ 1,687 △ 1,744 △ 1,811 △ 1,991 △ 2,024 △ 2,146当 年 度 収 支 差

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出
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第３章 基本理念と基本方針 1 

 2 

１ 基本理念 3 

 4 

 5 

「健康しが」の実現に向けて、医療を取り巻く環境の変化に対応しながら、県民が望む質の高い医療を6 

提供することで、県民の命と健康を守り、県民に信頼される病院であり続ける。 7 

 8 

２ 基本方針 9 

（医療） 高度で安全な医療を提供する 10 

〔県民が望む質の高い医療を提供することにより、命と健康を守る〕 11 

（人材） 患者に寄り添う心と、仕事への誇りを持ち続ける 12 

〔職員一人ひとりが仕事に誇りを持ち、患者本位の最適な医療を提供することにより、信頼さ13 

れる病院であり続ける〕 14 

（経営） 持続可能な経営基盤を確立する 15 

〔経営の健全性を高め、県立病院として目指す医療を継続的に提供する〕 16 

 17 

３ 各病院における取組方針 18 

(1)総合病院（小児保健医療センターとの統合後） 19 

 ■理念(コンセプト) 20 

笑顔で患者に寄り添いチームで取り組む姿勢を基本とし 21 

子どもから大人まで安心・信頼・満足の得られる高度かつ専門的な医療の実現 22 

 23 

 ■使命(ミッション) 24 

・診療科の垣根を越え、多職種連携による高度急性期・専門医療を行うことで地域医療機関や患者から25 

のニーズに応えて、最適な医療を持続的に提供する。 26 

・また、感染症対策や災害対応、救急医療や子育て支援などの県や国の政策にも連動し県立病院として27 

中核的な役割を担う。 28 

 29 

 ■目指す姿(ビジョン) 30 

・診療連携の強化による更なる高度急性期・専門医療の提供 31 

・患者や地域医療機関から信頼される地域に根ざした病院 32 

・唯一の県立の総合病院として県の政策医療の積極的な展開 33 

・臨床につながる研究の推進と熱意ある医療人材の育成 34 

・健全な病院経営の持続可能な基盤体制の確立 35 

 36 

■行動指針(バリュー) 37 

・これまで築き上げてきた「強み」を堅持し、更なる診療機能の拡充を図る。 38 

命と健康を守り、県民に信頼される病院 
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・都道府県がん診療連携拠点病院として、専門的ながん医療を提供するとともに、県内のがん診療の連1 

携体制の構築や相談支援、研修などコーディネーターの役割を担う。 2 

・滋賀県アレルギー疾患医療拠点病院として、重症および難治性アレルギー疾患医療・食物アレルギー3 

診療を提供するとともに、研修会、講師派遣などを通じて県のアレルギー疾患対策に貢献する。 4 

・ゲノム医療などの先進的な医療を推進する。 5 

・多診療科・多職種との連携を高めていき、子どもから大人まで切れ目ない、専門性の高いチーム診療6 

を提供する。 7 

・地域の病院や診療所との機能分担を図り、密なコミュニケーションによりその円滑な連携を進める。 8 

・患者や地域医療機関のニーズに迅速かつ適切に応え、信頼を高めていく。 9 

・福祉サービスの支援など地域行政機関等との連携を行なっていくことで、患者一人ひとりに寄り添10 

う。 11 

・感染症対策や災害対応など県や国の医療政策に率先して取り組み、本県の重点的な医療機関として12 

の役割を担う。 13 

・県の子ども政策の推進に基づき、「子育て支援」に積極的な貢献を図る。 14 

・湖南保健医療圏域をはじめ周辺の圏域の支援を含む救急医療体制への積極的な参画を進めるととも15 

に、断らない救急診療を推進する。 16 

・様々な専門性の高い医療にチームの一員として関わることで、医療人としての知識と経験を積むだ17 

けでなく、豊かな創造性と人間性を育む。 18 

・県民の健康づくり高齢化対策に貢献する臨床研究を推進する。 19 

・２病院を統合することで、医療サービスや機能面でのシナジー効果を発揮させるとともに、業務の一20 

元化などの効率化を図る。 21 

・医療の高度化や患者サービスの向上、事務の最適化に向けて医療ＤＸを推進する。 22 

 23 

(2)精神医療センター 24 

■理念(コンセプト) 25 

医療・保健・福祉・介護の力を結集し、 26 

人権と環境に配慮したこころの健康を創ります 27 

 28 

■使命(ミッション) 29 

地域医療機関や保健所等関係機関との密接な連携と役割分担のもとに、思春期精神障害、アルコール30 

依存症等中毒性精神障害、その他の適応障害の発生予防、治療および社会復帰援助を総合的・専門的31 

に行い、地域ケア体制の形成を進め、県下の精神医療の中核を担う。 32 

 33 

■目指す姿(ビジョン) 34 

・保健・福祉を統合した科学的な医療と看護 35 

・文化に根ざした患者本位の社会復帰 36 

・信頼と協働による地域連携 37 

・健全で効率的な運営 38 
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 1 

■行動指針(バリュー) 2 

・治療拠点機関の指定を受け、アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症に対して高度専門医療を提供 3 

・こころの専門外来や入院診療を行い、発達障害や摂食障害等の患者に対して地域の医療・保健機関と4 

の連携により対応 5 

・医療観察法に基づく指定医療機関として、精神科薬物療法、精神科特殊治療等の専門治療および療養6 

上の管理・看護等を担う 7 

・医療観察法病棟入院患者、一般病棟長期入院患者の退院促進に向けたカンファレンスの充実および8 

関係機関との連携強化 9 

・上記の専門的医療の他、精神科救急医療システムにおける救急患者等の民間では受入困難な症例の10 

積極的な受入れを行う  11 



21 

 

第４章 重点的取組 1 

 2 

１ 医療機能の充実 3 

(1)急性期医療機関としての強みの発揮 4 

■救急医療提供体制の強化 5 

・ 湖南地域の救急車の出動件数は増加傾向にあります。依然続いている人口増加と高齢化が相まっ6 

て、今後も増加傾向が続く見込みです。 7 

・ こうした状況を踏まえ、救急患者への対応を段階的に強化し、病院統合も見据えて、子どもから大8 

人まで区別なく受け入れ、また、重度障害児・者への対応も可能な救急医療体制の確立を目指しま9 

す。 10 

 11 

（出典：令和５年消防年報（湖南広域消防局）） 12 

■高度急性期を中心とした病棟再編 13 

・ 地域の医療機関と機能分化や連携を行います。 14 

(診療連携協定の締結 ：市立野洲病院、済生会守山市民病院、草津ハートセンター) 15 

・ 高度急性期を中心とした病棟再編を行います。 16 

■大学病院本院に準じた医療機関(ＤＰＣ特定病院群（Ⅱ群）)への取組推進 17 

・ 平均在院日数の短縮や高度な手術件数の増加等に取り組み、大学病院本院に準じた医療機関(ＤＰ18 

Ｃ特定病院群（Ⅱ群）)を目指します。 19 

■機能分化・連携強化 20 

 ・ 県立病院として、医師・看護師等を確保し、地域の中核病院として急性期機能を担います。 21 

 ・ 他の病院や診療所との連携強化も図り、医師やメディカルスタッフの派遣や患者の相互紹介の取22 

組を推進します。 23 

 24 

 25 

 26 

6,074 6,054 6,177 5,396 5,948 6,893 

3,054 3,102 3,254 
2,872 

3,088 
3,594 

2,457 2,609 2,651 

2,220 
2,323 

2,778 
2,279 2,337 2,230 

2,009 
2,093 

2,411 
61 64 75 

47 
52 

62 13,925 14,166 14,387 

12,544 
13,504 

15,738 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

(件)

過去５年間の構成市別救急出動状況

草津市 守山市 栗東市 野洲市 名神・管轄外 合計
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(2)小児や重度障害児・者等を対象とした高度専門医療の充実 1 

■小児専門医療機能の最適化 2 

・ 小児患者における発達障害やアレルギー疾患、てんかん、低身長、小児糖尿病など、ニーズが高く3 

専門性が求められる診療科において、医師の常勤化や診療枠の拡大を図り外来機能を強化します。 4 

・ 令和７年(2025 年)１月の病院統合を見据えて、２病院の連携を強化する中で、対象疾患の拡大や5 

診療機能の高度化を図ります。また、統合を通じ、病院機能全体の最適化を図り、より効果的・効率6 

的に医療を提供します。 7 

■障害者歯科治療への対応 8 

・ 現在、口腔衛生センターで実施されている障害者歯科治療について、総合病院に機能移転を行い、9 

全身麻酔を活用した治療を充実させるなど、多くの患者が治療を受けられる体制整備に向けた検討10 

を行います。 11 

■子どもから大人まで切れ目のない専門的チーム医療の提供 12 

・ 病院統合により、現在の総合病院と小児保健医療センターの医師、医療スタッフがチームとして協13 

力しながら治療にあたることで、子どもから大人まで高度かつ専門的な医療を提供します。 14 

 15 

(3)県民ニーズが高い医療分野への対応  16 

■新興感染症の感染拡大時に備えた平時からの取組の充実 17 

・ 総合病院は、県が設置する滋賀県感染症対策連携協議会の構成員として、予防計画等について協議18 

を行うとともに、関係者が一体となって、平時から感染症の発生およびまん延を防止していくための19 

取組を実施します。 20 

・ また、第一種協定指定医療機関として、県と医療措置協定を締結し、新興感染症が発生した際に、21 

「誰もが症状に応じて適切な医療にアクセスすることができるとともに、安心して療養生活を送る22 

ことができる」ことを目指します。 23 

■がん診療の充実【総合病院(都道府県がん診療連携拠点病院)】 24 

・ 手術、放射線治療、化学療法、免疫療法を組み合わせた総合的ながん診療を行うとともに、がんゲ25 

ノム医療、ロボット手術、最新の放射線治療機器および施設の整備などによる高度ながん診療を提供26 

します。 27 

■災害医療の強化 28 

・ 地震、風水害といった自然災害や、テロ、鉄道事故といった事故災害等が発生した場合に、県立病29 

院として、被災地からの患者の受入れや医療搬送ができる体制等を整備するとともに、県の災害拠点30 

病院の指定を受けることを目指します。 31 

■依存症治療等専門医療の推進【精神医療センター(依存症治療拠点医療機関)】 32 

・ アルコール・薬物、ギャンブル等の依存症に対し、専門外来や認知行動療法の手法を用いた専門プ33 

ログラム等の取組や、地域の医療・保健機関等との連携、研修等を行います。 34 

■児童・思春期精神障害医療の推進【精神医療センター・総合病院［（統合前は）小児保健医療センター］35 

(子どものこころの専門医研修施設群)】 36 

・ 児童・思春期精神障害について、こころの専門外来や入院診療を行い、発達障害や摂食障害等の患37 

者に対して地域の医療・保健機関との連携を行いながら診療します。 38 
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・子どものこころの健全な成長発達を支援する医師の育成のため、県内の小児科医・精神科医を対象1 

に、専門医研修をはじめとする各種研修等を実施し、教育機関としての役割を担います。 2 

■身体・精神疾患を併せ持つ患者への対応 3 

・ 総合病院、（統合前は）小児保健医療センター、精神医療センターの病院間連携を深め、身体疾患と4 

精神疾患を併せ持つ患者への対応を強化します。 5 

 6 

(4)患者サービスの向上 7 

■医療安全・感染管理の徹底 8 

・ 患者の信頼に応えるため、医療安全チームや感染制御チームの自律的取組などにより、常に安全か9 

つ質の高い医療の提供に努めます。 10 

■ＱＯＬ※の向上を目指した総合的な医療とケアの提供  ※生活の質(Quality Of Life) 11 

・ あらゆる疾患に対し、利用者の視点に立った最適な医療を提供します。 12 

・ 患者満足度調査や利用者の意見をもとに、病院内の療養環境の改善を継続的に行います。 13 

・ 地域医療機関や関係機関との連携、患者や家族への相談・退院支援等、安心して医療を受けられる14 

環境を整えます。 15 

■キャッシュレス決済の拡充 16 

・ 従来からクレジットカードによるキャッシュレス決済を導入してきましたが、近年の電子決済手17 

段の多様化への対応や、患者の更なる利便性向上のため、費用対効果等を踏まえながら決済手段の拡18 

充を検討します。 19 

■福祉サービスや地域行政機関との連携 20 

・ 重度障害児・者医療において、患者・家族負担を軽減し、健やかな生活を送れるようにするため、21 

地域の福祉施設や市町との連携を強化するとともに、正しい知識の普及や地域支援の充実を目的と22 

して研修会や勉強会等を行います。 23 

■県民の理解のための取組（広報等） 24 

・ 県立病院の役割や機能をホームページやＳＮＳ、オープンホスピタルなどで積極的に発信し、県民25 

に信頼され、期待される役割を果たすことを目指します。 26 

 27 

(5) 地域医療構想等を踏まえた役割・機能 28 

〔総合病院・小児保健医療センター〕 29 

・ 県立の急性期医療機関として、がん、心疾患、脳血管疾患等の生活習慣病に対する高度専門医療を30 

提供するとともに、運動器の障害や認知症など、複合的に生じる様々な疾患にも対応し、安全で質の31 

高い医療を提供します。 32 

・ がん医療に関しては、都道府県がん診療連携拠点病院として引き続き全県のがん医療の質の向上33 

と均てん化を推進し、手術、放射線治療、化学療法、免疫療法を組み合わせた総合的ながん診療を行34 

います。また、がんゲノム医療、ロボット手術、最新の放射線治療機器および施設の整備などによる35 

高度ながん診療を提供するとともに、地域のがん診療の中核的医療機関としての機能を発揮します。 36 

・ 地域医療支援病院として、急性期から回復期、在宅への切れ目ない医療の提供に向けて、地域医療37 

構想を踏まえながら病床機能を最適化しつつ、地域の医療機関との役割分担と連携の強化を図ると38 
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ともに、地域の医療機関の人材育成を支援します。 1 

・ 一般医療機関では対応困難な心身障害児、小児慢性疾患や難治性疾患に対する高度専門的かつ包2 

括的医療を充実・強化するとともに、県民ニーズに対応した全県的医療の提供を図ります。 3 

・ 周産期医療における後方支援病院として、滋賀県下のＮＩＣＵ（新生児集中治療管理室）およびＧ4 

ＣＵ（新生児治療回復室）の有効利用のため、退院困難で長期入院している児の在宅移行に向けた受5 

入れを行います。 6 

・ 在宅療養を支援するため、医療型短期入所（レスパイト）への体制を整備するとともに、地域の医7 

療機関や訪問看護ステーションとの連携を図ることで、地域在宅医療のサポートを行います。 8 

・ 重度障害児・者医療において、患者・家族負担を軽減し、健やかな生活を送ってもらえるようにす9 

るため、地域医療機関との連携を強化するとともに、正しい知識の普及や地域支援の充実を目的とし10 

て研修会や勉強会等を行います。 11 

・ 今後においても健やかな子育ての拠点として、予防医療、早期診断、早期治療、療育のシステムを12 

維持します。 13 

（機能区分ごとの病床数） 14 

 現状 Ｒ７.１ Ｒ８.１ Ｒ11.１(予定) 

高度急性期 78 78 ６６ ６６ 

急 性 期 465 465 405 405 

回 復 期 92 92 38 89 

休 棟 0 0 51 0 

合 計 635 635 560 560 

 15 

〔精神医療センター〕 16 

・ 県内の精神医療を担う中核施設として、地域の医療機関や保健所など関係機関との連携のもと、処17 

遇困難症例を中心に高度・特殊専門治療の充実・向上を図るとともに、精神科救急医療システムにお18 

ける後方病院として、処遇困難な救急患者に確実に対応できる体制を維持します。 19 

・ 依存症治療拠点医療機関として、アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症に対し、依存症治療等20 

専門医療を行なうとともに、地域の医療・保健機関等との連携・研修等を行います。 21 

・ 児童・思春期精神障害については、中・高生こころの専門外来や入院診療を行い、発達障害や摂食22 

障害等の患者に対して地域の医療・保健機関との連携により対応します。 23 

・ 医療観察法に基づく鑑定入院および指定通院・指定入院医療機関としての役割を果たし、法対象患24 

者の円滑な社会復帰に努めます。 25 

・ 医療観察法病棟入院患者、一般病棟長期入院患者の退院促進に向けたカンファレンスの充実およ26 

び関係機関との連携強化を図ります。 27 

（機能区分ごとの病床数） 28 

 現状 Ｒ７．１ 

精 神 123 123 

 29 

 30 
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２ 人材の確保・育成、病院力の向上 1 

(1)人材の確保 2 

■医師の確保（臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保） 3 

・ 大学との連携を強化し、県立病院の特色や果たすべき役割を明確にしながら、医療機能強化につな4 

がる医師の確保を図ります。また、必要に応じて、公募による医師の採用を行います。 5 

・ 各病院の医療機能を高めることにより病院の魅力を高め、意欲的な医師や研修医の獲得につなげ6 

ます。 7 

・ 特に、医師確保が課題である精神医療センターでは、引き続き、大学への派遣要請のほか、新たに8 

精神科専門医研修施設群基幹施設の認定を受けたところであり、研修機能を強化することにより、専9 

攻医の確保を図ります。また、後期研修医セミナーでのＰＲや他病院の研修施設への位置付けなど研10 

修機会を活かした取組に加え、ホームページやドクターバンクへの求人登録、人脈を生かした勧誘な11 

ど、個人向けアプローチも積極的に行います。 12 

■医師の働き方改革への対応（時間外労働の縮減に向けた取組） 13 

・ 令和６年度から医師の時間外・休日労働上限規制が開始されることを踏まえ、欠員補充や専攻医の14 

確保など、医師確保の取組を進めます。 15 

・ 医師の勤務時間について、引き続き適正な把握に取り組むとともに、医師事務補助者の配置や特定16 

行為看護師などによるタスクシフト／シェアの取組を推進します。 17 

・ 総合病院では、救急医療等を担う病院に適用されるＢ水準（年の上限時間：1,860時間）の指定を18 

受ける予定であり、医師労働時間短縮計画に基づき、医師の負担軽減・労働時間短縮の取組を着実に19 

進めていきます。 20 

■看護師・医療技術職員の確保 21 

・ 病院の診療内容や実績の情報に加え、職員の働く様子や職場の雰囲気が分かる情報発信を、ホーム22 

ページの充実やＳＮＳの活用を図りながら、強化します。 23 

・ 病院説明会の開催や就職合同説明会への参加に加え、大学・養成学校などへの訪問や積極的な実習24 

生の受入れに取り組み、学生や就職希望者に向けて、病院の魅力を伝える機会を拡充します。 25 

■病院経営を担う専門性の高い人材の確保 26 

・ 医療事務職員の確保に向けて、養成学校への積極的な訪問を実施するとともに、引き続き計画的な27 

採用を行い、医事業務、診療情報管理業務や診療報酬の分析など、病院事務に精通した人材の確保を28 

図ります。また、病院経営についての豊富な知識や経験を有し、経営戦略を企画立案・実行できる人29 

材の確保に努めます。 30 

■意欲や能力のある医療従事者の期待に応えられる環境づくり 31 

・ 認定・専門資格の取得支援や研究休職制度を活用しながら、高度専門医療に必要な技術習得を促す32 

とともに、取得した資格を活かせる人事配置等を進め、職員の成長の機会を創出します。 33 

・ 県立病院として果たすべき役割に基づき、専門性の高い医療や特色ある診療内容を明確にし、職員34 

の向上心に応えられる病院づくりを進めます。 35 

■働きやすく魅力ある職場づくり 36 

・ 令和５年３月に改定した特定事業主行動計画に基づき、多様な働き方の促進（職員の希望に応じた37 

休暇・休業の取得、多様な勤務形態や２交替制勤務の拡大等）、必要な人員の確保やタスクシフト／38 
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シェアの推進による時間外勤務の縮減・休暇取得の促進、ハラスメントやメンタルヘルス対策の実施1 

などを通じて、「すべての職員がいきいきと活躍し、県民が望む質の高い医療が提供できる県立病院」2 

を目指します。 3 

■看護職員等の処遇改善 4 

・ 職員が安心して働き続けられる環境づくりの一環として、令和４年 10月の診療報酬改定で新設さ5 

れた看護職員処遇改善評価料を活用し、看護職員だけでなく、メディカルスタッフも含めた処遇改善6 

を行います。 7 

 8 

(2)人材の育成 9 

■医療の高度化・複雑化に対応する専門性の高い人材の育成 10 

・ 上級医、指導医の支援による専門性の高い診療の機会の提供や、学会・研修会の参加奨励等により、11 

職員の専門スキルの向上につなげます。 12 

・ 質の高い看護サービスを提供する看護師育成を図るため、新規採用職員から管理的職員まで各段13 

階での研修を切れ目なく実施するとともに、専門・認定看護師や特定行為を行う看護師の育成を支援14 

します。 15 

【看護職員教育体系】 16 

 17 

■医療事務職員の育成 18 

・ 医療事務職員の計画的な職域拡大や外部研修会等への派遣に取り組み、経営に係る知識・技能の習19 

得を通じて、経営改善の取組の中核となる人材の育成を図ります。 20 

■病院事業庁職員としての資質向上 21 

・ 病院事業庁としての研修体系を整備し、計画的な人材育成を図ります。 22 

・ 病院間・職種間でのコミュニケーションの活性化や県立病院職員としての資質向上のために、病院23 

交流研修(看護師・医療技術職員)など一体的な研修を実施します。 24 

・ 経営に関する情報を、どの職員にも分かりやすく提供しながら共有し、 経営に対する意識の向上25 

に積極的に取り組みます。 26 

 27 
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(3)病院力の向上 1 

■チーム医療の推進 2 

・ 患者に最も適した医療を提供するため、職種間のコミ3 

ュニケーションを活性化し、包括的な支援が行えるチ4 

ーム医療を推進します。 5 

■病院内・病院間での連携・協力体制の構築 6 

・ 効率的な組織運営を図るため、適材適所の職員配置7 

や、職域拡大の取組などを通じた人材育成を図るとと8 

もに、業務の実態に応じた機動的な応援体制の構築に9 

努めます。 10 

■働き方改革・業務改善の推進 11 

・ 職員間のタスクシフトによる業務配分の見直しや、ドクターエイドの充実により、医師をはじめと12 

した職員の業務負担を軽減します。 13 

・ 勤務間インターバル(９時間以上)の確保等、無理のない勤務体制により、職員の健康維持を図りま14 

す。 15 

・ 会議の議事録作成の簡素化等、医療に直接かかわらない業務の見直しや縮減を図るとともに、デジ16 

タル技術を活用した業務効率化に取り組みます。 17 

■職員の満足度や課題の把握と病院運営への反映 18 

・ 職員アンケートを継続的に実施し、職員の満足度や課題を的確に把握します。アンケート結果を職19 

員に公表するとともに、改善策を検討し病院運営に反映します。 また、医療の質や患者サービスの20 

向上、経営改善などに関する職員提案を募集し、職員の参画意識を高めます。 21 

■中期計画の進行管理による経営の強化 22 

 ・ ＰＤＣＡサイクルを適正に運用することで、経営を強化します。また、組織の目標達成に向けて、23 

職員一人ひとりが各業務において意識的に取り組みます。 24 

  25 
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３ 病院統合後の総合病院の状況および施設整備計画 1 

(1)病院統合 2 

■組織統合 3 

・ 令和７年１月に、総合病院と小児保健医療センターを組織統合して、小児患者に対する医療の充実4 

を図るとともに、医療資源を効果的・効率的に活用して診療機能と診療体制を充実・強化し、子ども5 

から大人まで安心・信頼・満足の得られる高度専門医療の提供を推進します。 6 

■小児病棟の移転 7 

・ 組織統合後、小児病棟および手術室は現在の総合病院内に移転しますが、受入態勢を整えるために8 

改修工事等が必要となるため、移転目標時期は令和８年１月とします。 9 

・ 小児病棟を移転するタイミングで総合病院全体の病床数を 560床とし、地域医療構想との整合を10 

図りつつ、施設規模の最適化を図ります。 11 

・ これまでの小児病棟を小児急性期病棟と小児科慢性期病棟に区分し、小児急性期病棟では主に感12 

染症等の急性期疾患や手術患者の急性期管理等に対応し、小児科慢性期病棟では主に長期リハビリ13 

や在宅移行支援(医療型短期入所やＮＩＣＵ後方支援を含む。)に対応します。 14 

【時期ごとの病棟移転のイメージ図】 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

■小児病棟の病床数 34 

・ 小児保健医療センターの患者数の今後の患者数の見込みについては、ワクチン接種を含めた小児35 

予防医療の進歩や、全国的な少子化の進展、県外の小児医療提供体制の整備に伴う県外からの患者数36 

の減少等を踏まえ、急性期病棟 34床および慢性期病棟 38床を確保します。 37 

・ 小児病床の 72床に加え、現総合病院のＨＣＵ（高度治療室）およびＩＣＵ（集中治療室）を一38 
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体的に利用するほか、一時的な患者の増加があった場合や緊急時には統合後の総合病院全体の病床1 

（560床）を活用して対応します。 2 

 3 

 4 

(2)病院統合による小児患者への医療提供機能の強化 5 

■総合病院機能を活用した医療の充実 6 

小児保健医療センターが診療提供体制の充実している総合病院と統合することにより、「難治・慢性7 

疾患などの小児医療」などの小児保健医療センターの強みを充実・強化します。 8 

・ 専門医等の連携強化により診療できる疾患を拡大します。 9 

・ 専門医等の連携強化により、重度障害児等が成人後に生活習慣病等にり
．
患した場合等の対応を強10 

化します。 11 

・ 患者の急変時には、救急外来で小児救急専門医が一元的に対応します。 12 

・ 充実した医療スタッフの交代制勤務体制により、小児保健医療センターでは困難であった夜間・休13 

日の検査・調剤に対応します。 14 

・ 総合病院のＩＣＵやＨＣＵをはじめとする高度急性期医療に対応した施設の利用や、３Ｔ－ＭＲ15 

Ｉや 320列マルチスライスＣＴ等の高度医療機器による検査などが可能となります。 16 

■小児保健サービスの一層の機能向上 17 

・ 障害者総合支援法に基づく医療型短期入所（レスパイト）を実施し、重度障害児・者等を受け入れ18 

る体制を構築します。 19 

■統合後の小児専門医療の提供体制 20 

・ 横断的な組織として「(仮称)こどもケアセンター」を設置し、統合後の総合病院における小児専門21 

医療や福祉サービスを包括的に提供します。 22 

・ 小児保健医療センターの特徴的な医療を「(仮称)小児整形センター」や「(仮称)てんかんセンタ23 

ー」等の高度医療センターとして設置し、小児患者等を対象とした多角的・総合的医療を推進・拡充24 

します。 25 

・ これまでの小児病棟を小児急性期病棟と小児科慢性期病棟に区分し、小児急性期病棟では主に感26 

染症等の急性期疾患や手術患者の急性期管理等に対応し、小児科慢性期病棟では主に長期リハビリ27 

や在宅移行支援(医療型短期入所やＮＩＣＵ後方支援を含む。)に対応します。 28 

・ 小児患者が一時的に増えた場合においても、現総合病院の病棟との一体的運用により対応します。 29 
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・ 小児診療科の外来診察室は成人診療科と別に設置し、表示についても「小児整形外科」、「小児眼1 

科」、「小児耳鼻いんこう科」などとします。 2 

 3 

(3)施設整備 4 

■小児病棟移転への対応 5 

・ 病棟の個室割合を増やすとともに、医療ケア児・者に対して安全な看護を行えるよう、必要な医療6 

機器を配置しても十分な部屋の広さを確保します。 7 

・ 十分な広さの観察室や処置室、プレイルーム等を設け、小児患者の看護に適した病棟とします。 8 

・ 手術室を集約し、小児患者の手術にも対応できるようにします。 9 

・ 十分な数の小児救急患者の受入れにも対応できる救急外来とします。 10 

・ 入院患者の養護学校への通学について、通学路の整備などの検討を行います。 11 

・ その他にも、厨房や薬剤室も統合し、令和８年（2026年）１月を目途に小児病棟を移転します。 12 

■小児新棟の整備 13 

 ・ 小児新棟は、令和 11 年（2029年）１月の供用開始を目指し、設計変更および建設工事を行っ14 

て、児童発達支援センター（療育部）、守山養護学校と一体的整備を行います。 15 

■施設・設備の適正管理と将来の施設利用計画 16 

・ 総合病院の新館Ａ棟は、築年数が 20年を超え、必要に応じて改修等を進めます。改修しながら17 

使用することが困難な手術室や厨房などの施設については、令和 10年度以降の次期中期計画期間18 

中に方針を検討することとします。 19 

 20 

４ 県の重要施策に関連する取組 21 

(1)子ども施策の推進 22 

・ 県内のＮＩＣＵ等の有効利用を推進するため、重度障害のある長期入院患者の受入れを進めると23 

ともに、在宅医療への移行支援を行います。 24 

・ 重度障害児・者等や医療的ケア児等に対して医療型短期入所（レスパイト）を実施するとともに、25 

県内の各地域においてレスパイト需要への対応が可能となるよう、障害児者に対する医療や看護の26 

専門的な知識や技術の研修を行うなど、体制の整備に協力します。 27 

・ 「子どもを真ん中においた社会づくり」の推進のため、各病院のトイレ内におけるおむつ交換スペ28 

ースの設置や、小児保健医療センターや精神医療センターにおける診療の待ち時間等に患者や子ど29 

もが利用できる絵本等の配置など、子ども連れや妊娠中の方の外出にやさしい取組を進めます。 30 

 31 

(2)総合病院臨床研究センターにおける「健康しが」の推進 32 

・ 滋賀県が推進する「新たなチャレンジ・健康しが２.０」の取組を、滋賀県立総合病院として一層33 

推進するため、健康医療福祉部の政策展開のもとに大学や医療機関とも連携して、滋賀県の健康・医34 

療データをデータベース化し、保健医療制度の評価、健康課題の分析、臨床疫学的な検討を行い、県35 

民の健康支援につなげていきます。これまで、健康医療福祉部が大学と連携して行った生活習慣を切36 

り口にした研究や、県内市町が大学と連携した調査研究事業などがあり、これらの研究成果を発展さ37 

せた取組として、認知症コホートのアミロイドＰＥＴイメージングへの展開、ゲノム情報に基づいた38 
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病態解明研究などを想定しています。 1 

・ 併せて、総合病院において、若手人材の研究支援により、ゲノム医療教育を展開し医療従事者の確2 

保・育成にもつなげていきます。 3 

  4 

(3)ＤＸの推進 5 

これまでから、全県型の医療介護情報連携ネットワーク「びわ湖あさがおネット」の運用や総合病6 

院臨床研究センターにおいて全国初となる県域の遠隔病理システムを構築するなど、ＩＣＴの積極的7 

な活用により、医療の充実を図ってきました。 8 

また、全国的にも、令和３年(2021年)10月からのマイナンバーカードの保険証利用に合わせて、9 

特定検診の結果や処方薬、医療費の情報がマイナポータル上で確認できるようになるなどの施策が進10 

んでいます。 11 

今後も、医療サービスの充実や業務効率化等の観点から、先行事例なども参考にしながら、ＤＸの12 

取組を検討・実践していきます。 13 

①電子カルテ 14 

・ 総合病院、小児保健医療センターでは平成 23年１月から、精神医療センターでは平成 27年３月15 

から導入をしています。病院の統合に合わせて、総合病院と小児保健医療センターの電子カルテを16 

令和７年１月に更新する予定です。 17 

②マイナンバーカードの健康保険証利用（オンライン資格確認） 18 

・ 総合病院、小児保健医療センター、精神医療センターともに導入済みであり、院内ではポスター19 

等で患者への周知に努めています。 20 

③遠隔診断・オンライン診療 21 

・ 総合病院、小児保健医療センターで全県型の医療介護情報連携ネットワーク「びわ湖あさがおネ22 

ット」を導入しており、精神医療センターにおいては、令和６年（2024年）４月から導入予定で23 

す。また、総合病院で県域の遠隔病理システムを活用しています。 24 

④カルテへの音声入力 25 

・ 総合病院においてカルテ等への音声入力の部分的な導入を検討します。 26 

⑤その他各種情報システム等の活用 27 

・ 動画マニュアル作成ソフトを導入し、動画教育コンテンツを作成することで、現場の教育の可視28 

化を進めます。 29 

・ 外来業務のタスクシフトを進めるため、患者説明を半自動化するシステム導入を検討します。 30 

 31 

(4)ＣＯ２ネットゼロに向けた取組 32 

病院事業庁では、エネルギー使用量が多い施設や設備を保有しており、病院運営を行う中で多くの33 

エネルギーを消費していることから、ＣＯ２ネットゼロに向けた取組を積極的に推進していく必要が34 

あります。 35 

 36 

■施設整備や機器更新に合わせたエネルギー消費の低減 37 

・ 長期保全計画に基づく施設の改修や空調などの設備の更新時に、エネルギー効率の良いものの導38 
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入を進めることにより、全体の消費エネルギー量を低減していきます。 1 

・ 小児新棟を含む今後の施設整備については、ＺＥＢ－Ｒｅａｄｙ認証の基準を満たします。 2 

■病院運営におけるエネルギー消費の削減努力 3 

・ 病院運営に係る業務全般において、外部委託も含めて、省エネの取組を推進します。 4 

■院内照明のＬＥＤ化の推進 5 

・ 省エネの推進および経費削減の観点から、院内照明を順次ＬＥＤ器具に更新していくことで消費6 

電力を低減していきます。 7 

■ＰＰＡ等普及促進事業への参画検討 8 

・ 滋賀県（総合企画部ＣＯ２ネットゼロ推進課）が、びわこ文化公園都市で展開中のＰＰＡ等普及9 

促進事業（県立施設を中心とする当該区域の再エネ電力地産地消のための事業）に参画し、精神医10 

療センター敷地内にＰＰＡ（電力販売契約）による太陽光発電施設を設置することを検討します。 11 

 12 

(5)ＳＤＧｓの達成に向けた取組 13 

ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)は、国際連合で平成 27 年(2015 年)に採択された国際目標であり、14 

「誰一人取り残さない」社会の実現のため、17のゴールと 169のターゲットが定められています。 15 

病院事業庁では、県立病院の使命である質の高い医療の提供を通じて、滋賀の持続可能性を高めるた16 

め、ＳＤＧｓ達成に貢献する取組を進めていきます。 17 

 18 

（ゴール） （ターゲット） （主な取組） 

３  あらゆる年齢の全ての

人々の健康的な生活を確保

し、福祉を促進する 

3.3 2030 年までに、エイズ、結核、

マラリアおよび顧みられない熱

帯病といった伝染病を根絶する

とともに、肝炎、水系感染症及び

その他の感染症に対処する。 

3.5 薬物乱用やアルコールの有害な

接種を含む、物質乱用の防止・治

療を強化する。 

○地域医療への貢献 

○新興感染症等の感染拡大時に 

おける対応 

○アルコール健康障害、薬物等 

依存症への対応 

５ ジェンダー平等を達成し、

全ての女性及び女児の能力

強化を行う 

5.1 あらゆる場所におけるすべての

女性及び女児に対するあらゆる

形態の差別を撤廃する。 

○働きやすい職場づくりの推進 

〇職員の専門性向上とキャリア 

形成支援 

８ 包括的かつ持続可能な経

済成長および全ての人々の

完全かつ生産的な雇用と働

き甲斐のある人間らしい雇

用 （ディーセント・ワーク）

を促進する 

8.5 2030 年までに、若者や障害者を

含む全ての男性及び女性の、完全

かつ生産的な雇用及び働きがい

のある人間らしい仕事、並びに同

一労働同一賃金を達成する。 

○持続可能な経営基盤の確立に

よる病院事業の経営の安定化 

○職員からの提案制度の実施等

による働きがいの向上 

○障害者雇用の推進 

９ 強靱（レジリエント）なイ

ンフラ構築、包括的かつ持続

可能な産業化の促進および

イノベーションの促進を図

る 

9.4 2030 年までに、資源利用効率の

向上とクリーン技術及び環境に

配慮した技術・産業プロセスの導

入拡大を通じたインフラ改良や

産業改善により、持続可能性を向

上させる。全ての国々は各国の能

力に応じた取組を行う。 

○遠隔病理診断、医療情報連携ネ

ットワーク等、ＩＣＴを活用し

た全県対象の医療連携の推進 
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（ゴール） （ターゲット） （主な取組） 

10 各国内および各国間の不

平等を是正する 

10.2 2030 年までに、年齢、性別、障

害、人種、民族、出自、宗教、あ

るいは経済的地位その他の状況

に関わりなく、全ての人々の能力

強化及び社会的、経済的及び政治

的な包含を促進する。 

〇障害者雇用の推進 

〇職員の専門性向上とキャリア 

  形成支援 

13 気候変動およびその影響

を軽減するための緊急対策

を講じる  

13.1 すべての国々において、気候関

連災害や自然災害に対する強靭

性（レジリエンス）及び適応の能

力を強化する。 

〇ＢＣＰ（事業継続計画）の運用 

〇トリアージ訓練の実施等によ

る災害への対応力向上 

○予防保全の観点を踏まえた 

  施設管理 

○大規模災害発生時の医療救護

班の派遣 

 1 

５ 経営の健全化 2 

(1)収益拡大に向けた取組 3 

（患者確保と病床稼働率の引上げ） 4 

■病院の魅力向上と積極的な発信による収益拡大 5 

・ 病院統合も契機としながら、さらなる医療機能の充実や患者サービスの向上に取り組み、病院の魅6 

力向上に努めます。 7 

・ ３病院が持つ強みや魅力をホームページやＳＮＳなどで積極的に発信するとともに、新たな領域8 

に前向きに挑戦することで、新規患者の獲得や収益拡大、医師やスタッフの安定確保につなげ、医療9 

と経営の両面に資する好循環の創出を目指します。 10 

■効率的な病院運営 11 

・ 高度急性期を中心とした病棟編成や救急医療体制の強化、地域医療機関との機能分化や連携強化12 

等により円滑な退院調整を図ることで、入院日数の更なる短縮を目指します。 13 

・ 病床管理、ＤＰＣ対応、手術室の稼働率などのマネジメントスキルの向上に努めます。 14 

（入院単価の向上） 15 

■新たな診療報酬加算の取得、ＤＰＣ機能評価係数の向上 16 

・ 救急体制の強化や地域医療への貢献による医療機関別係数の向上、また、診療機能の向上や診療体17 

制の整備による診療報酬制度上の新たな加算の獲得などにより、収益の柱である診療報酬の増収を18 

目指します。 19 

・ 病院統合によるカバー率係数や救急医療係数の向上により、収益の増収を図ります。 20 

■ＤＰＣ特定病院群(Ⅱ群)の取得 21 

・ 地域の医療機関との連携強化や救急患者の集患による平均在院日数の短縮、特定内科診療の 25疾22 

患について、職員の理解を深めて有利な分類にしていくこと等に取り組み、ＤＰＣ特定病院群(Ⅱ群)23 

を目指します。 24 

（その他の取組） 25 

■その他の歳入確保の取組 26 

・ 将来発生が見込まれる未利用地の売却を進めます。(職員宿舎用地) 27 
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・ 総合駐車場の有料化や現在の有料駐車場の管理手法1 

の見直しを検討します。 2 

・ 病院統合により活用可能な有利な起債制度 (・特別3 

分)や給付金(病床機能再編支援事業)などにより、収4 

支改善を図ります。 5 

■未収金の発生防止と縮減 6 

・ 医療ソーシャルワーカー等による医療費に関する相談や、電子決済の利用促進等により患者自己7 

負担の未収金の発生防止に努めます。 8 

・ 発生済の未収金については、滞納整理担当職員が、電話、訪問、再度来院時の窓口での督促等を行9 

い、早期回収に努めます。また職員による回収が困難な事案については、法律事務所等の活用も図り10 

ながら縮減に取り組みます。 11 

 12 

(2)費用等の縮減に向けた取組 13 

■ＳＰＤ事業者と連携した診療材料の調達コストの適正化 14 

・ 診療材料については、令和３年度(2021 年度)に選定した総合物品管理(ＳＰＤ)システム事業者が15 

持つノウハウや過去の削減実績を活かし、全国の類似病院との実購買価格比較に基づき、同一品目に16 

ついて低価格に統一依頼を行うこと等により経費の縮減を図ります。また、医療スタッフと連携した17 

経済性の高い診療材料の選定等に取り組みます。 18 

■医薬品購入に係る価格交渉、バイオ後続品の採用等 19 

・ 医薬品については、引き続き、同種同効薬品の整理による購入品目の削減、後発医薬品の採用、ベ20 

ンチマークを活用した３病院の共同購入による価格交渉等により、調達費用の抑制を図ります。 21 

■総務事務の電子化の推進 22 

・ 給与や服務といった総務事務について、ＤＸを推進し、紙中心の業務フローをデジタル化すること23 

により、業務削減・効率化を図ります。 24 

■企業債の償還方法の見直し 25 

・ 過去の投資に係る企業債について、繰上償還・借換えによる資金負担の平準化を検討し、病院事業26 

の安定的な運営のための資金を確保します。 27 

 28 

(3)病院統合による経営の効率化 29 

・ 令和７年(2025 年)１月の総合病院と小児保健医療センターの統合により、契約業務や予算関係業30 

務の一元化が図れることから、事務部門を業務量に見合った体制に縮小します。また、電子カルテの31 

基幹システム・部門システムの一体化や、医療機器の共同利用の促進により、経費を縮減します。 32 

 33 

(4)経営分析の強化と課題共有（病院の事務部門の機能強化に向けた取組） 34 

・ 現在の厳しい経営状況を踏まえ、外部の専門機関等の知見やノウハウも活かしながら、経営分析や35 

課題抽出を定期的に行い、具体的な改善策を検討・実行していきます。  36 
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(5)一般会計繰入金 1 

■一般会計の負担の考え方 2 

・ 地方公営企業である病院事業は、その経営に要する経費は経営に伴う収入（料金）をもって充てる3 

独立採算制を原則としていますが、本来一般行政が行うべきものを公営企業が代わって行う業務に4 

要する経費や、効率的な経営を行ってもなお採算が取れないものであるが、公共的な必要性から行わ5 

なければならない業務に要する経費（政策医療や不採算医療、保健衛生行政の業務に要する経費な6 

ど）について、一般会計が負担するものとされています。 7 

・ これら一般会計が負担（繰出）すべき経費については、地方公営企業法施行令等により定められ、8 

毎年度定められる総務省通知「地方公営企業繰出金について」(以下、「繰出基準」という。)により9 

基準が示されています。当該繰出基準に基づき、病院事業の設置者である知事（一般会計）において、10 

必要な経費が負担されています。 11 

・ 県立病院は、地域における中核的な病院として、一般病院では対応困難な政策医療や不採算医療に 12 

 取り組んでおり、今後も県立病院の役割を果たすため、一般会計からの繰入れを受け入れつつ、収入13 

の確保と経費の見直しに不断に取り組み、適正な運用を図ります。 14 

■一般会計繰入金の充当事業                                15 

・ 県立病院は、一般の医療機関では対応が難しい政策医療や不採算医療を担い、三次保健医療圏を対16 

象とした拠点病院としての役割も果たしています。                 （千円） 17 

項  目 病 院 概 要 ・ Ｒ４年度の実績 Ｒ６予算 

病院の建設改良に要する経費 

① 施設や機器の

整備に係る企

業債償還 

 

［繰出基準］※ 

 1 病院の建設改良

に要する経費 

３病院 高度専門特殊医療を提供する拠点施設として必要な

施設設備等の建設改良について、建設改良費の 2 分

の１相当額、企業債償還金の２分の１相当額、企業

債償還利息の２分の１相当額を繰り入れる。 

(施設) 総合（Ｂ棟の建設、放射線治療棟の建設等） 

(機器) ＰＥＴ－ＣＴ装置、ＭＲＩ装置、新型コロナ

ウイルス感染症対応医療機器、ＡＥＤ等 

1,044,864 

政策医療等の実施に要する経費 

② 小児保健医療

センターの運

営(小児医療） 

経費 

 

［繰出基準］ 

 10 小児医療に要 

する経費 

小 児 一般医療機関で対応困難な障害児医療や難治慢性疾

患を抱える重度障害児等に対し専門的医療ケア(特

殊診療・特殊看護)を実施することについて、不採算

部分相当額を繰り入れる。 

[実績]超重症児（者）等に対する入院診療 403人、 

人工呼吸器装着患児（者）に対する外来診療等 

1,414人（延べ） 

671,338 

③ 保健指導部の

運営経費 

 

［繰出基準］ 

 16 保健衛生行政 

事務に要する経費 

小 児 県の母子保健の充実・強化のため保健行政を実施し

ていることについて、所要額を繰り入れる。 

[実績] ・乳幼児健診従事者研修会 195 機関 426 名

(延べ)、滋賀県予防接種関係者研修会 48機関 74名、 

専門職員派遣者数 137回 

85,686 



36 

 

④ 療育部の運営

経費 

 

［繰出基準］ 

 16 保健衛生行政 

事務に要する経費 

小 児 児童福祉法に基づく知的障害児通園施設および肢体

不自由児童通園施設を運営し、乳児から就学前の乳

幼児期の重症心身障害児を対象に、専門性を生かし

た総合療育を実施することについて、不採算部分相

当額を繰り入れる。 

[実績] 利用児童数 1,721人 

165,551 

⑤ 精神医療セン

ターの運営(精

神医療）経費 

 

［繰出基準］ 

 6 精神医療に要す 

る経費 

精 神 アルコール、ギャンブル等の依存症等中毒性精神障

害や思春期精神障害の特殊専門医療サービス等を実

施。また、民間病院では受入困難な救急患者等の処

遇困難症例を受入れにより精神医療の向上に寄与す

るなど実施することについて、不採算部分相当額を

繰り入れる。 

[実績] ・ＳＭＡＲＰＰ（アルコール依存症等治療プ

ログラム）参加者 195人（延べ）、ＳＴＥＰ－Ｇ（ギ

ャンブル障害治療プログラム）参加者 175人（延べ） 

497,489 

⑥ デイケアの運

営経費 

 

［繰出基準］ 

 16 保健衛生行政 

事務に要する経費 

 

精 神 

 

 

 

 

社会復帰・社会参加を目指す人に対し社会生活機能

の回復を目的に支援を行っていることについて、診

療収入のみでは賄いきれない収支差額を繰り入れ

る。 

[実績] 参加者数 1,977人 

77,554 

⑦ 保健衛生行政

事務に要する

経費 

 

［繰出基準］ 

 16 保健衛生行政 

事務に要する経費 

３病院 

 

 

 

 

 

 

県の保健衛生行政に協力している業務について、所

要額を繰り入れる。 

・（総合）がん登録、総合保健専門学校での講義、看

護学生の臨床実習等に要する経費 

・（小児）高度精密検診、看護学生の実習、遺伝相談

等に要する経費 

・（精神）医療相談、保健指導等に要する経費 

142,375 

⑧ 経営管理課運

営経費 

［繰出基準］ 

 16 保健衛生行政 

事務に要する経費 

経営管理

課 

政策医療に係る一般会計部門との連絡調整などを実

施していることについて、所要額を繰り入れる。 

 

 

103,357 

不採算医療の実施に要する経費 

⑨ 救急医療体制

の確保 

 

［繰出基準］ 

 11 救急医療の確

保に要する経費 

総 合 

精 神 

(総合) これまで救急告示病院として心臓疾患、脳神

経疾患に係る救急医療を実施。令和３年度からは救

急科を設置し、二次救急輪番にも参画 

(精神) 精神科救急医療システムに参画し、急性期患

者を受入れ 

これらに係る不採算部分相当が額を繰り入れる。 

[救急受入件数]（総合）6,197件（精神）984件 

 

500,623 
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⑩ リハビリテー

ションの実施 

 

［繰出基準］ 

 8 リハビリテーシ

ョン医療に要す

る経費 

総 合 

小 児 

さまざまな疾患や外傷などにより生じた障害に対し

て総合的なリハビリテーションを提供することにつ

いて、不採算部分相当額を繰り入れる。 

[リハ科患者数]（総合）4,337人（小児）4,758人 

150,732 

⑪ 高度医療に要

する経費 

 

［繰出基準］ 

 12 高度医療に要 

する経費 

３病院 ・高度専門医療を提供する拠点施設にふさわしい機

能を果たすために行っている高度医療機器の運営に

ついて、不採算部分相当額を繰り入れる。 

・高度専門特殊医療ために必要な機器等の整備につ

いて、企業債元金償還額を繰り入れる。 

(機器) ダヴィンチ、Ｘ線ＣＴ等 

[実績] ダヴィンチ手術 104件、Ｘ線ＣＴ24,553件 

       ＰＥＴ－ＣＴ検査 872件 

 

851,231 

その他 

⑫ 職員の共済費

等に係る経費 

 

［繰出基準］ 

 17 経営基盤強化 

対策に要する経費 

３病院 共済基礎年金拠出金公的負担に要する経費 

共済追加費用経費     児童手当に要する経費 

・県においては、県立病院のみならず全機関におい

て負担しなければならない経費であり、その所要額

を繰り入れる。 

449,384 

⑬ 研究研修に要

する経費 

［繰出基準］ 

 17 経営基盤強化 

対策に要する経費 

３病院 

 

医師および看護師の研究研修に要する経費の２分の

１相当額を繰り入れる。 

32,784 

⑭ 医師確保対策

に要する経費 

［繰出基準］ 

 17 経営基盤強化 

対策に要する経費 

総 合 

 

公立病院に勤務する医師の勤務環境の改善に要する

経費を繰り入れる。 

 

44,855 

⑮ 院内保育所運

営経費 

［繰出基準］ 

 14 院内保育所の

運営に要する経費 

３病院 高度専門特殊医療を担う病院職員を確保し安定した

病院運営を図るため設置する院内保育所を運営して

いることについて、所要額を繰り入れる。 

46,636 

⑯ 臨床研究セン

ターの運営 

［繰出基準］ 

 16 保健衛生行政

事務に要する経費 

総 合 

 

県民の健康確保のための医療に貢献する臨床研究を

行っていることについて、所要額を繰り入れる。 

86,979 

  ※表内の［繰出基準］の内容は、総務省通知「地方公営企業繰出金について」に記載の項目番号お 1 

よび項目名を示しております。 2 
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(6)経営形態のあり方 1 

・ 厳しい経営状況が継続していることや、医療を取り巻く環境が変化する中で県立病院の医療機能2 

や持続可能性を高めていくため、令和４年度に「県立病院の経営形態」について検討を行い、検討の3 

結果、現在の「地方公営企業法の全部適用」を継続することとなりました。 4 

・ しかし、今後とも県立病院として県民が望む医療を安定的に提供していくためには、経営の立て直5 

しが不可欠であり、「医療の充実」と「経営の安定化」に向けた取組を職員一丸となって推進し、総6 

合病院と小児保健医療センターの病院統合後の１年目の決算が確定する令和８年度に、これらの取7 

組状況と成果を見極め、現行の経営形態における取組の効果が現れない場合は、改めて経営形態の見8 

直しについて検討を行うこととしています。 9 

  10 
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第５章 収支計画 1 

 2 

※令和５年度は決算見込です。（令和６年１月時点） 3 

 令和６年度以降は国等との調整中の内容を含む計画値であり、予算(案)の数値とは異なります。 4 

 病院事業庁経営管理課に係る収益および費用が含まれています。 5 

（百万円）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

資金残高 5,606 3,525 2,803 2,686 2,731 2,620

収益的収支（消費税抜） （百万円）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

事業収益 26,463 25,082 27,116 27,051 27,617 28,165

医業収益 18,605 20,139 22,825 22,859 23,313 23,379

うち入院収益 11,847 13,068 15,355 15,451 15,905 15,946

うち外来収益 5,590 5,970 6,221 6,154 6,154 6,179

医業外収益 7,649 4,725 4,057 3,969 4,081 4,563

附帯事業収益 209 218 234 223 223 223

特別利益 0 0 0 0 0 0

うち一般会計繰入金 4,757 4,729 4,575 4,488 4,601 5,081

事業費用 24,769 26,642 27,948 27,584 27,876 27,919

医業費用 23,210 25,071 26,007 25,907 26,168 26,172

給与費 12,147 12,748 13,042 13,029 13,120 13,167

材料費 5,291 6,076 6,319 6,380 6,471 6,492

うち薬品費 3,184 3,617 3,748 3,743 3,796 3,809

うち診療材料費 2,088 2,436 2,544 2,610 2,647 2,655

経費 3,858 4,328 4,642 4,060 4,031 3,922

光熱水費・燃料費 633 755 781 652 658 665

修繕費 330 324 315 314 297 281

賃借料 327 331 395 337 341 344

委託費 1,816 2,055 2,314 2,012 1,985 1,878

その他 752 863 837 745 750 754

減価償却費等 1,813 1,805 1,885 2,335 2,443 2,488

研究研修費 102 114 119 103 103 103

医業外費用 1,356 1,355 1,707 1,460 1,493 1,531

うち支払利息 200 187 367 215 226 240

附帯事業費用 203 216 234 216 216 216

特別損失 0 0 0 0 0 0

修正医業損益 △ 5,529 △ 5,833 △ 4,137 △ 4,040 △ 3,847 △ 3,783

経常損益 1,694 △ 1,560 △ 832 △ 533 △ 259 246

当年度純損益 1,694 △ 1,560 △ 832 △ 533 △ 259 246

△ 15,696 △ 17,257 △ 18,089 △ 18,622 △ 18,881 △ 18,635
当年度未処分利益剰余金

（△：未処理欠損金）

資本的収支（消費税込） （百万円）

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９

資本的収入 1,335 3,429 4,724 3,199 2,948 3,729

うち企業債 1,276 3,406 4,677 3,175 2,925 3,705

うち一般会計繰入金 29 23 42 24 24 24

資本的支出 3,481 5,689 6,466 5,121 5,097 6,651

建設改良費 1,430 3,535 4,794 3,286 3,035 3,815

企業債元金償還金 2,051 2,154 1,672 1,835 2,062 2,836

収支差 △ 2,146 △ 2,260 △ 1,742 △ 1,922 △ 2,149 △ 2,922
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 1 

第６章 中期計画の推進に向けて 2 

 3 

１ 計画の進行管理、評価・公表 4 

(1)計画の進行管理 5 

・ 計画の着実な推進に向けて、病院事業庁全体で毎年度の達成状況の確認と評価、課題の抽出、対6 

応策の検討を確実に行うとともに、各病院においても病院幹部による定例会議や各部門長による会7 

議等で情報共有を図りながら必要な対応を講じることにより、ＰＤＣＡに基づく的確な進行管理に8 

努めます。 9 

 10 

(2)進行管理・評価・結果の公表 11 

■進行管理 12 

・ 第四次県立病院中期計画までは、ＢＳＣ（バランス・スコアカード）により進行管理を行ってい13 

ましたが、目標と個別の取組内容が複雑であったこと等から、第五次計画からは、ロジックモデル14 

の考え方を活用して取り組んでいます。 15 

■自己評価・外部評価の実施 16 

・ 毎年度、３月末時点における計画の目標値に対する進捗度を把握し、病院ごとに自己評価を行17 

い、外部委員で構成する「滋賀県立病院経営協議会」において、自己評価結果に対する外部評価・18 

提言をいただき、中期計画の着実な推進を図ります。 19 

■評価結果の公表 20 

・ 外部評価の結果は、病院事業庁長から知事に報告するとともに、病院事業庁ホームページで公表21 

します。 22 

  23 
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２ 重点目標および指標の設定について 1 

(1)病院事業庁の基本方針・指標 2 

【理念】命と健康を守り、県民に信頼される病院 

基本方針 指標 
R4年度

実績 

目標値 

R5年度 
見込 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

医療 
高度で安全な医療

を提供する 

・入院患者満足度（％） 

総合 91.7 91.3 
92.0 92.0 92.0 92.0 

小児 89.5 97.0 

精神

1・2 

病棟 
72.3 70.0 70.5 71.0 71.0 71.0 

精神 

3 病棟 73.2 73.0 73.5 74.0 74.0 74.0 

・外来患者満足度（％） 

総合 79.3 80.9 
82.0 82.0 82.0 82.0 

小児 87.8 90.4 

精神 80.4 77.5 78.0 78.5 78.5 78.5 

人材 

患者に寄り添う心

と、仕事への誇り

を持ち続ける 

・職員満足度（患者に喜んで

もらえていると感じている職

員の割合）（％） 

71.4 72.0 73.0 74.0 75.0 76.0 

・職員満足度（仕事に充実感

や達成感、誇りを感じている

割合）（％） 

74.5 75.0 76.0 77.0 78.0 79.0 

経営 
持続可能な経営基

盤を確立する 

・経常収支比率（％） 106.8 94.1 97.0 98.1 99.1 100.9 

・修正医業収支比率（％） 76.2 76.7 84.1 84.4 85.3 85.5 

・自己資本構成比率（％） 22.9 
前年度

比増 

前年度

比増 

前年度

比増 

前年度

比増 

前年度

比増 

  3 
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(2)各病院・所属の重点目標 1 

病院事業庁の理念と基本方針を実現するため、各病院において次のとおり重点目標と指標を設定し、2 

進行管理を行います。 3 

①総合病院 4 

【理念(コンセプト)】笑顔で患者に寄り添いチームで取り組む姿勢を基本とし、子どもから大人まで
安心・信頼・満足の得られる高度かつ専門的な医療の実現に取り組みます。 

【使命(ミッション)】診療科の垣根を超え、多職種連携による高度急性期・専門医療を行うことで患
者や地域医療機関からのニーズに応えて、最適な医療を持続的に提供する。また、感染症対策や災害
対応、救急医療や子育て支援などの県や国の政策にも連動し県立病院として中核的な役割を担う。 

重点目標 指標 
R4年度

実績 

目標値 関連する 

病院事業庁 

基本方針 
R5年度 
見込 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

診療連携の強化

による更なる高

度急性期・専門

医療の提供 

・手術件数（件） 
総合 8,237 8,500 

8,950 9,050 9,300 9,300 

高度で安全

な医療を提

供する 

 

患者に寄り

添う心と、

仕事への誇

りを持ち続

ける 

小児 385 450 

・救急患者数（人） 5,401 6,200 6,700 6,700 6,800 6,800 

・救急車受入件数（件） 3,241 3,462 3,650 3,650 3,650 3,650 

・地域救急貢献率（％） 19.4 19.5 20.0 21.0 22.0 22.0 

患者や地域医療

機関から信頼さ

れる地域に根差

した病院 

・ＱＩ参加項目の平均値よ

り良好な項目の割合（％） 
39.5 42.0 44.0 46.0 48.0 50.0 

・紹介率 
総合 79.1 83.6 

82.0 82.0 82.0 82.0 
小児 50.9 52.0 

・逆紹介率 
総合 76.4 86.0 

84.0 84.0 84.0 84.0 
小児 58.9 59.8 

健全な病院経営

の持続可能な基

盤体制の確立 

・新規入院患者数(人) 
総合 10,142 10,300 

13,000 13,200 13,400 13,600 

持続可能な

経営基盤を

確立する 

小児 1,384 1,750 

・病床稼働率（％） 
※R8年1月以降はR6年度と同じ入院

患者数を見込んでいるが、51床分
休棟するため病床稼働率が上昇 

総合 68.1 70.1 
77.6 77.6 96.8※ 96.8※ 

小児 43.2 46.6 

・平均在院日数（日） 
総合 12.1 11.6 

11.0 10.8 10.7 10.5 
小児 10.3 8.4 

・経常収支比率（％） 
総合 105.3 94.6 

98.6 100.7 101.3 101.4 
小児 121.8 96.2 

・医業収益に対する材

料費比率（％） 

総合 30.8 32.0 
30.5 29.3 29.1 29.1 

小児 24.2 24.7 

・医業収益に対する職

員給与費の割合（％） 

総合 58.3 56.3 
53.3 53.2 52.5 52.5 

小児 82.7 80.6 

 5 
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②精神医療センター 1 

【理念(コンセプト)】医療・保健・福祉・介護の力を結集し、人権と環境に配慮したこころの健康を
創ります。 

【使命(ミッション)】地域医療機関や保健所等関係機関との密接な連携と役割分担のもとに、思春期
精神障害、アルコール依存症等中毒性精神障害、その他の適応障害の発生予防、治療および社会復帰
援助を総合的・専門的に行い、地域ケア体制の形成を進め、県下の精神医療の中核を担う。 

重点目標 指標 
R4年度

実績 

目標値 関連する 

病院事業庁 

基本方針 
R5年度 
見込 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

保健・福祉を統

合した科学的な

医療と看護 

・ＡＲＰ※入院者数（人） 45 50 50 50 50 50 

高度で安全

な医療を提

供する 

 

患者に寄り

添う心と、

仕事への誇

りを持ち続

ける 

・ＳＭＡＲＰＰ※参加延べ

人数（人） 
195 450 450 450 450 450 

・ＳＴＥＰ－Ｇ※参加延べ

人数（人） 
118 45 50 55 60 65 

・思春期外来の学校・相談

機関との連携割合（％） 
43 50 50 50 50 50 

・デイケア移行支援数

（件） 
19 20 20 20 20 20 

文化に根差した

患者本位の社会

復帰 

・平均在院日数（日） 69.8 85.0 84.5 84.0 84.0 84.0 

高度で安全

な医療を提

供する 

・退院者数（第３病棟）

（人） 
10 7 7 7 7 7 

信頼と協働によ

る地域連携 

・紹介数（件） 310 360 360 360 360 360 

・逆紹介数（件） 437 400 400 400 400 400 

健全で効率的な

運営 

・病床稼働率（％） 66.6 65.7 78.9 78.9 78.9 78.9 

持続可能な

経営基盤を

確立する 

・経常収支比率（％） 97.3 90.3 94.6 97.5 97.4 97.6 

・医業収益に対する材料費

比率（％） 
7.9 8.6 7.9 8.2 8.2 8.2 

・医業収益に対する職員給

与費の割合（％） 
113.9 119.5 107.3 107.5 107.9 108.0 

※ＡＲＰ…アルコール依存症の入院治療プログラム 2 

※ＳＭＡＲＰＰ…アルコール・薬物依存症の外来集団治療プログラム 3 

※ＳＴＥＰ-Ｇ…ギャンブル依存症の外来集団治療プログラム(令和２年度から開始) 4 

  5 
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③経営管理課 1 

重点目標 指標 
R4年度

実績 

目標値 関連する 

病院事業庁 

基本方針 
R5年度 
見込 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 

病院説明会や実

習受入、学校訪

問等による医療

人材の確保 

・病院説明会参加者数

（人） 
124 83 110 115 120 125 

高度で安全

な医療を提

供する 
・実習受入人数（人） 1,112 1,100 1,110 1,120 1,130 1,140 

・採用試験受験倍率（％） 2.1 1.9 2.1 2.3 2.5 2.5 

職場環境の向上 

・看護師離職率（％） 7.6 7.0 6.5 6.5 6.5 6.5 

患者に寄り

添う心と、

仕事への誇

りを持ち続

ける 

・年次有給休暇＋夏季休暇

の取得日数（日） 

13.0 

(年休) 
15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 

・育児休業を希望する男性

職員の育児休業取得率(％) 
－ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

・時間外勤務時間数（時

間） 
16.0 15.0 14.7 14.5 14.3 14.0 

・障害者雇用率（％） 2.95 3.08 2.80 2.80 2.80 3.00 

職員のスキルや

意識の向上 

・看護師キャリアラダー研

修の実施回数（回） 
19 18 18 19 19 19 

・事務職員研修制度の確立

（令和７年度まで） 
－ － 

制度 

検討 

制度 

確立 

研修 

実施 

研修 

実施 

・その他の病院事業庁実施

研修の実施回数（回） 
9 10 12 13 14 15 

経営健全化対策

の推進 

・事務職員の知事部局出向

からプロパーへの移行 
32％ 32％ 32％ 44％ 50％ 50％ 

持続可能な

経営基盤を

確立する 

 2 


